
平成２５年１２月２日

秋 田 県

強い農業づくり交付金の事業評価結果（平成２２年度評価分）について、強い農業づく

り交付金実施要綱（平成１７年４月１日付け１６生産８２６０号農林水産事務次官依命通

知）第８の６により、下記のとおり公表します。

【公表資料】

別紙様式２号 都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

【問い合わせ先】

秋田県農林水産部水田総合利用課

農産・複合推進班

電話 ０１８－８６０－１７８６



別紙様式２号

１．推進事業（全取組共通）

事業費（要望額） ４，０６０，０００円 秋田県

うち地域提案メニュー分 ０円 平成２１年度

現状と課題（※計画地区等における現状を踏まえて、課題を数値等も交えて具体的に記述すること。）

経営力の強化

課題を解決するため対応方針（※上記の課題に対応させて記述すること。）

経営力の強化

都道府県における目標関係

成果目標の具体的な実績 備 考

計画時（平成２０年度） 実施後（平成２１年度） 目標（平成２１年度） 達成率

8%

93%

事業実施地区数 評価対象外地区数 評価対象地区数 評価対象外の地区がある場合

（ア） （イ） （ア）－（イ） その代表的な理由

2 0 2 ―

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

政策目標 取組名 成果目標の具体的な内容

　　（うち交付金　４，０６０，０００円）

　　（うち交付金　　　　　　　　　０円）

都道府県名

事業実施年度

　米や大豆など土地利用型作物を基幹とする本県においては、平成１９年度から導入された水田経営所得安定対策を活用しながら、効率的かつ安定的な農業経営を行う認定農業者や農業法人、集落営農組織を育成し、平成２２年度までに
これらの担い手へ農地の６５％を集積することを目標としている。
　これまでも県では、市町村の協力を得ながら、独自に「担い手農家台帳」を整備し、認定農業者の確保に取り組んだ結果、平成２２年３月末に１０，２０３経営体を確保し、また小規模農家などを含めた集落営農組織については、６１
３組織が設立されている。このように一定の担い手数は確保したものの、今後は、更新時期を迎えた認定農業者の高齢化等により再認定率が低下し、その増加数は鈍化傾向にあるものと見込まれる。併せて、新たに設立された集落営農組
織の多くは、営農プランの実践を通して、経営内容や組織形態の見直しなどの試行錯誤が予想され、経営を軌道に乗せるまで相当の時間と労力を要するものと考えられる。

　関係機関・団体が一体となり、「担い手台帳」や地域水田農業ビジョンの担い手リスト等を活用しながら、認定農業者の確保・育成に努める。また、法人化等、今後の方向性を決めかねている集落営農組織については、引き続き、合意
形成や方向性を明らかにするための話し合いを行うよう誘導するとともに、法人設立から早期に自立可能な経営を確立するため、県地域振興局や法人経営専門員、関係機関が一体となり、ソフト・ハード両面からきめ細かな支援活動を実
施する。

事業実施後の状況

担い手への農地利用集積率
48.5%
（平成22年3月末)

担い手への農地利用集積率を
1.4ポイント増加
（平成22年3月末)

　10,203経営体
（平成22年3月末）

　11,000経営体
（平成22年3月末）

担い手の育成・
確保

認定農業者等担い手育成
対策の推進

認定農業者の育成
　10,133経営体
（平成21年3月末）

担い手への農地
利用集積の促進

農地利用集積の推進

総合所見

「農薬飛散防止普及活動緊急支援」の実施により、農薬の低減技術や飛散防止対策など、農業に関する技術の高い農業者の育成に努めた。しかしなが
ら、更新時期を迎えた認定農業者の再認定率が低下し、認定農業者数の育成数は増加目標の8％の達成率に留まった。今後は、法人化に至っていない
集落営農組織の経営を軌道にのせ、経営体の確保を図って行く必要がある。
担い手への農地利用集積の促進については、「農地確保・利用支援事業」等の事業を積極的に行った結果が、93%にとどまった。今後も、県、市町
村、農業委員会や担い手育成総合支援協議会などの関係機関が一体となって、認定農業者等担い手への農地の利用集積を促進して行く必要がある。

目標集積率
48.6%

担い手への農地利用集積率
の増加

担い手への農地利用集積率
47.2%
（平成21年3月末)

 利用集積率の増加実績1.3ﾎﾟｲﾝﾄ 

 利用集積率の増加目標1.4ﾎﾟｲﾝﾄ 

× 100 ＝ 93% 

 10,203経営体 － 10,133経営体 

 11,000経営体 － 10,133経営体 

× 100 ＝ 8% 
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（別紙様式２号別添）

別添２　都道府県内における推進事業取組実施状況一覧表

交付金 都道府県費 市町村費 その他

担い手の育
成・確保

－ 秋田県
農薬飛散防
止普及活動
緊急支援

出荷停止日
数０日

・技術検討会の実施（２回）
・現地実証圃の設置（２ヶ所）
・啓発活動及び研修会の開催
（160回）
・先進地事例調査の実施（８
回）

出荷停止日
数０日

・技術検討会の実施（３回）
・現地実証圃の設置（２ヶ所）
・研修会の開催（23回）ほか随
時啓発活動
・先進地事例調査の実施（６
回）

2,569,000 2,569,000 0 0 0 100%

生産者及び関係機関を含めた
啓発活動及び研修会の実施
や、現地実証圃の設置によ
り、農薬飛散防止の啓発・普
及が推進された。

担い手への
農地利用集
積の促進

－ 秋田県

新技術活用
優良農地利
用高度化支
援

担い手への
農地集積面
積100ha増

・技術検討会の実施（２回）
・現地実証圃の設置（２ヶ所）
・啓発活動及び研修会の開催
（80回）
・先進地事例調査の実施（２
回）

担い手への
農地集積面
積1,957ha
（71,174→
73,131ha)

・技術検討会の実施（３回）
・現地実証圃の設置（２ヶ所）
・研修会の開催（２回）、啓発
パンフレット1000部配布
・先進地事例調査の実施（４
回）

1,491,000 1,491,000 0 0 0 1,957%

遊休農地は、そのほ場だけで
なく、地域・農家に対しても
何らかの影響があることを、
実証ほや検討会を通じて再確
認できたと共に、解消の啓発
につながった。

合計 － － － － － － － － － 4,060,000 4,060,000 0 0 0 － － －
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事業主体等に
よる評価結果

成果目標（Ａ） 事業内容（計画）

計画策定時

その他参
考となる
事項

成果目標に
対する成果
実績（B)

事業実績

事業実施後（目標年度）

経営力の強化

都道府県による点検評価結果
（所見）政策目的 政策目標

市町村名
（または地
区名）

事業実施主体 取組名
事業費（円）

負担区分（円）
目標達
成状況
Ｂ／Ａ



２ 整備事業

（産地競争力の強化を目的とする取組用）

（秋田県　平成１９年度）

作物等
区分①

事業内容 事業費

（円）

交付金
都
道
府
県

市町村費 その他

北秋
田市

鷹
巣
町
農
業
協
同
組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

土地利
用型作
物（稲）

品質
向上

【土地利用
型作物】
（稲・麦の
省力・低コ
スト産地育
成に関する
目標）・品
質分析の
受益面積
の割合が
1.3ポイント
増加

93.7% 92.5% 91.7% 94.8% 95.0% 84.6%

品質分析
の受益面
積の割合
が1.1ポイ
ント増加
した。

共同利用
施設整備
／産地管
理施設／
分析診断
施設（カド
ミウム分析
機器整備）

29,400,000 14,000,000 0 0 15,400,000 H19.8.28

全組合員の水田で
分析を実施したが、
生産調整面積の増
加により、成果目標
の達成率が84.6%に
止まった。今後は非
組合員の水田の受
益面積拡大により
目標達成に向けて
努力する。

品質分析の受益面
積については、全
組合員の水田が対
象になっていること
から、最大限の努
力をしたものと認め
られる。今後につい
ては、非組合員の
水田の受益面積拡
大で成果目標を達
成できるよう指導し
ていく。

大仙
市

大
仙
市

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

飼料増
産
（牧草）

生産
性向
上

【飼料増
産】・事業
実施ほ場
の単収を
280%増加

1,000kg
/10a

-
3,000kg

/10a
3,800kg

/10a
3,800kg

/10a
100.0%

事業実施
圃場の単
収が
280%(2,80
0kg)増加
した。

草地整備
改良
3.96ha

48,644,400 24,083,000 0 20,228,063 4,333,337 H20.3.21

事業実施前は、
1,000kg/10aしか採
草できなく、飼料の
確保に苦慮してい
たが、平成20年度
には、3,000ｋｇ
/10a、平成21年度
は目標の3,800ｋｇ
/10aを採草でき、地
域内の自給率向上
につながった。

草地整備改良によ
り、当該草地の生
産性向上が図られ
良質粗飼料確保に
結びついている。今
後は目標である単
収を維持していくこ
とができるよう、引
き続き指導してい
く。

大仙
市

協
和
WC
S利
用
促
進
協
議
会

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

耕種作
物
活用型
飼
料増産
（ＷＣ
Ｓ、牧
草、デ
ント
コー
ン）

生産
性向
上

【耕種作物
活用型飼
料増産】・
堆肥散布
の受益面
積を75%増
加

ＷＣＳ
4.7ha
牧草
17.8ha
デント
コーン
3.0ha
計
25.5ha

ＷＣＳ
6.4ha
牧草
22.5ha
デント
コーン
4.4ha
計
33.3ha

ＷＣＳ
7.1ha
牧草
25.0ha
デント
コーン
4.4ha
計
36.5ha

ＷＣＳ
12.4ha
牧草
27.7ha
デント
コーン
4.4ha
計
44.5ha

ＷＣＳ
12.4ha
牧草
27.7ha
デント
コーン
4.4ha
計
44.5ha

100.0%

堆肥散布
面積が
75%(19ha
)増加し
た。

家畜ふん
尿土壌還
元用機械
１台

5,376,000 2,560,000 0 0 2,816,000 H19.10.1

農家で環境保全型
農業が着実に実践
されるようになり、
減農薬と併せて堆
肥の重要性を再認
識し、初めて堆肥
散布する農家が増
加した結果、堆肥
散布の受益面積が
75%増加した。

機械の導入により、
作業性の向上が図
られ堆肥散布面積
が大幅に増加し、
地域内における循
環型農業推進の一
助となっている。今
後も堆肥散布面積
を維持・拡大できる
よう指導していく。

政策
目的

取組
の分
類

計画時
（平成18
年）

１年後
（平成19
年）

負担区分（円）
完了年月
日

２年後
（平成20
年）

３年後
（平成21
年）

備考

目標値
（平成21
年）

達成率

事業実施主体の評
価

都道府県の評価

（工種、施
設区分、
構造、規
格、能力
等）

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な内容①

市町
村名

事
業
実
施
主
体
名
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作物等
区分①

事業内容 事業費

（円）

交付金
都
道
府
県

市町村費 その他

政策
目的

取組
の分
類

計画時
（平成18
年）

１年後
（平成19
年）

負担区分（円）
完了年月
日

２年後
（平成20
年）

３年後
（平成21
年）

備考

目標値
（平成21
年）

達成率

事業実施主体の評
価

都道府県の評価

（工種、施
設区分、
構造、規
格、能力
等）

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な内容①

市町
村名

事
業
実
施
主
体
名

仙北
市

町
田
地
区
飼
料
生
産
組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

飼料増
産
（牧草）

生産
性向
上

【飼料増
産】（飼料
の増産に
関する目
標）・飼料
作付面積を
210%増加

16.13ha - 43.30ha 44.03ha 50.00ha 82.4%

飼料作付
面積が
173%(27.9
ha)増加し
た。

細断型
ロール
ベーラー１
台
梱包解体
機１台
家畜ふん
尿土壌散
布用機械
（自走式）
１台

16,254,000 7,390,000 0 0 8,864,000 H20.3.19

飼料生産組合への
農地の集積が加速
し、機械化作業に
適応した土地基盤
が確立されたことか
ら、畜産経営規模
の拡大とともに飼料
作物作付面積が
173%増加した。しか
し、一部雑草や野
草の繁茂により利
用困難なほ場があ
り目標面積を達成
できなかった。今後
は計画的な草地更
新により作付面積
を拡大し、目標面積
の達成に努めてい
く。

機械の導入により、
作業性の向上が図
られ堆肥散布面積
が大幅に増加し、
地域内における循
環型農業推進の一
助となっている。ま
た、飼料自給率の
向上が図られ生産
コストの低減につな
がっている。今後
は、成果目標達成
に向け、定期的な
草地更新等を指導
していく。

秋田
市

中
野
集
団
栽
培
組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

土地利
用型作
物（水
稲）

生産
性向
上

【土地利用
型作物】当
該農業機
械等に係る
生籾1t当た
りの燃油の
使用量を
19%削減

15.7L -
18.8L

/1t
18.9L

/1t
12.7L

/1t
-106.7%

生籾1ｔ当
たりの燃
油の使用
量が、
20％
(3.2L)増
加した。

穀物遠赤
外線乾燥
機
60石　１台

1,995,000 997,000 0 0 998,000 H20.3.31

作業能力が高まっ
たため、稼働面積
が計画どおり拡大
した。しかし、籾の
張込水分が昨年度
同様高かったため、
燃費が目標値に大
きく達しなかった。
今後は、適期刈り
取り及び省エネマ
ニュアルによる点検
により、乾燥機の効
率を高め、燃油使
用量を削減する。

利用面積について
は計画どおり拡大
されているが、作業
受託面積の増加や
天候の関係で、籾
水分が高かったこと
から、燃油使用量
の削減が目標に対
して未達である。今
後は、乾燥機能力
に適した効率的な
作業計画と適期刈
り取りに努めるとと
もに、省エネマニュ
アルに基づく点検を
更に充実させ、目
標達成に向けて指
導する。

秋田
市

（農
）ア
グリ
かな
あし

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

土地利
用型作
物（水
稲）

生産
性向
上

【土地利用
型作物】当
該農業機
械等に係る
生籾1t当た
りの燃油の
使用量を
27%削減

16.3L -
19.7L

/1t
19.3L

/1t
11.9L

/1t
-68.2%

生籾1ｔ当
たりの燃
油の使用
量が、
18％
(3.0L)増
加した。

穀物遠赤
外線乾燥
機
５０石　１
台

2,421,300 1,122,000 0 0 1,299,300 H20.3.20

籾の張込水分が昨
年度同様高かった
こと、刈取り期間の
後半に水分量が減
少しなかったため、
燃油使用量が微減
に止まった。今後
は、適期刈り取り及
び省エネマニュアル
による点検により、
乾燥機の効率を高
め、燃油使用量を
削減する。

作業受託面積の増
加や天候の関係
で、籾水分が高
かったことから、燃
油使用量の削減が
目標に対して未達
である。今後は、乾
燥機能力に適した
効率的な作業計画
と適期刈り取りに努
めるとともに、省エ
ネマニュアルに基
づく点検を更に充
実させ、目標達成
に向けて指導す
る。
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作物等
区分①

事業内容 事業費

（円）

交付金
都
道
府
県

市町村費 その他

政策
目的

取組
の分
類

計画時
（平成18
年）

１年後
（平成19
年）

負担区分（円）
完了年月
日

２年後
（平成20
年）

３年後
（平成21
年）

備考

目標値
（平成21
年）

達成率

事業実施主体の評
価

都道府県の評価

（工種、施
設区分、
構造、規
格、能力
等）

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な内容①

市町
村名

事
業
実
施
主
体
名

由利
本荘
市

蟹
沢
集
団
組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

土地利
用型作
物（水
稲）

生産
性向
上

【土地利用
型作物】当
該農業機
械等に係る
生籾1t当た
りの燃油の
使用量を
20%削減

16.6L -
15.4L

/1t
15.2L

/1t
13.3L 42.4%

生籾1t当
たりの燃
油の使用
量が、
8％(1.4L)
減少し
た。

穀物遠赤
外線乾燥
機
３５石×３
台

7,717,500 3,737,000 0 0 3,980,500 H20.3.25

刈り取り時の水分
量が多く、遠赤外線
乾燥機の導入によ
る目標値は達成で
きなかったものの、
計画時の過去３年
間の数字より１ｔ当
たり1．4Ｌの減少が
認められた。今後
は刈り取り時の水
分確認等により、目
標達成に向けて努
めたい。

計画時より燃油使
用量が減少してお
り、機種更新による
効果が認められ
た。
今後は、乾燥機能
力に適した効率的
な作業計画と適期
刈り取り等、目標達
成に向けて指導し
ていく。

横手
市

常
野
機
械
利
用
組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

土地利
用型作
物（水
稲）

生産
性向
上

【土地利用
型作物】当
該農業機
械等に係る
生籾1t当た
りの燃油の
使用量を
12%削減

14.3L -
19.4L

/1t
12.7L

/1t
12.6L

/1t
94.1%

生籾1t当
たりの燃
油の使用
量が、
11％
(1.6L)減
少した。

穀物遠赤
外線乾燥
機
８３石　１
台　　付帯
設備

2,507,400 1,174,000 0 0 1,333,400 H20.3.28

刈取時の天候不順
により籾水分が多く
なったため、削減目
標を完全には達成
出来なかった。今後
は、収穫作業の効
率化・分散化を図
り、燃料使用量の
削減に努めていく。

収穫時の天候不順
などにより目標を達
成できなかったが、
計画時よりも燃油
使用量が減少し目
標値に近い実績と
なっていることか
ら、事業実施の効
果が現れている。
今後は、収穫・乾燥
作業の手順を見直
すなど、作業の効
率化を図り、目標を
達成するよう指導し
ていく。
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作物等
区分①

事業内容 事業費

（円）

交付金
都
道
府
県

市町村費 その他

政策
目的

取組
の分
類

計画時
（平成18
年）

１年後
（平成19
年）

負担区分（円）
完了年月
日

２年後
（平成20
年）

３年後
（平成21
年）

備考

目標値
（平成21
年）

達成率

事業実施主体の評
価

都道府県の評価

（工種、施
設区分、
構造、規
格、能力
等）

成果目標
の具体的
な実績①

（対象
作物・
畜種等
名）①

政策
目標
①

事業実施後の状況①

成果目標
の具体的
な内容①

市町
村名

事
業
実
施
主
体
名

横手
市

向ラ
イス
セン
タ－
利
用
組
合

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

土地利
用型作
物（水
稲）

生産
性向
上

【土地利用
型作物】当
該農業機
械等に係る
生籾1t当た
りの燃油の
使用量を
13%削減

10.2L
/1t

-
14.3L

/1t
9.2L
/1t

8.9L
/1t

76.9%

生籾1t当
たりの燃
油の使用
量が、
9％(1.0L)
減少し
た。

穀物遠赤
外線乾燥
機
６５石×２
台　　付帯
設備

4,605,300 2,230,000 0 0 2,375,300 H20.3.27

燃油削減について
は3年度目には計
画時を下回ることが
できたが、収穫時
の天候不順などに
より、まだ目標値に
は達していないた
め、今後は目標の
燃料使用量に向け
て作業体系の合理
化、効率化を一層
図り、目標達成に
向けて努力してい
きたい。

収穫時の天候不順
などにより目標を達
成できなかったが、
計画時よりも燃油
使用量が減少して
いることから、事業
実施の効果が現れ
ている。
今後は、収穫・乾燥
作業の手順を見直
すなど、作業の効
率化を図り、目標を
達成するよう指導し
ていく。

湯沢
市

(農)
雄
勝グ
リー
ン
サー
ビス

産地
競争
力の
強化

産地
競争
力の
強化
に向
けた総
合的
推進

土地利
用型作
物（水
稲）

生産
性向
上

【土地利用
型作物】当
該農業機
械等に係る
生籾1t当た
りの燃油の
使用量を
28%削減

17.8Ｌ -
12.8L

/1t
12.8L

/1t
12.8L

/1t
100.0%

生籾1t当
たりの燃
油の使用
量が、
28％
(5.0L)減
少した。

穀物遠赤
外線乾燥
機
５０石×３
台

5,197,500 2,475,000 0 0 2,722,500 H20.3.26

食味値（75以下→
78程度）まであが
り、米の品質が向
上した。燃油の削
減は2年目で達成し
ており、今後も更に
削減できるよう努力
していく。

生籾1t当たりの燃
油使用料を２８％削
減するという目標を
達成できた。本事
業をきっかけにコス
ト低減に向けた意
識的に取り組みを
行うようになるなど
今後の地域への波
及効果を考えると
成果は大きい。今
後も削減率を継続・
拡大できるよう指導
していく。

50.6%都道府県平均達成率 総合所見

稲の品質向上の取り組みでは、生産調整面積の増加により受益面積が減少したことから、目標達成できなかった。飼料増産に関する取組では、草
地改良の実施、ロールベーラー、家畜ふん尿土壌還元用機械等の機械導入により、2事業実施主体で達成率が100%となったが、1事業実施主体で
利用困難なほ場があり目標達成できなかった。また、原油高騰対策の取り組みでは、1事業実施主体で達成率が100%となったが、その他の事業実
施主体では、刈取時の天候不良等で籾水分量が多かった等の理由により目標達成できなかったことから、全体として50.6%の達成率に止まった。今
後は、稲の品質向上の取組では非組合員の水田を受益誘導し、飼料増産に関する取組では計画的な草地更新を行い、原油高騰対策の取組では
適期刈り取り実施と収穫・乾燥手順を見直すなど、導入機械の能力に応じた作業計画に基づく効率的な作業が行われるよう、目標達成できなかっ
た課題と改善方策を検証し、目標達成に向けて指導していく。
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（経営力の強化を目的とする取組用）

都道府県名

目標年

247人 247人 164.7%

1,589ha 1,589ha 161.7%

66.00% 66.00% 161.0%

24.8ha 24.8ha 60.9%

28人 28人 0.0%

113.5ha 109.2ha 134.0%

63.80% 61.40% 134.3%

2件 2件 50.0%

35人 20人 185.0%

1組織 1組織 100.0%

1法人 1法人 100.0%

27.43ha 25.34ha 140.0%

93.90% 86.80% 139.0%

26.55ha 24.50ha 205.6%24.14ha

7

H21 横手市 上藤根 集落営農育成・確保緊急支援

124.0%都道府県平均達成率

うち連担地面積

　本施設の整備と併せ、市町村・
農業委員会による認定農業者確保
に向けた啓発活動、法人組織によ
る計画的な土地利用調整が進めら
れているが、成果目標の当該年度
目標が一部未達成となっているこ
とから、最終年度の成果目標達成
に向け、事業実施主体等を指導し
ていく。0人

27人

84.8ha

47.70%

0件

H19 にかほ市、由利本荘市

H19 大仙市

高齢農業者の雇用

利用集積率

家族経営協定の締結

利用集積面積

230人

認定農業者の育成

利用集積面積

利用集積率

新たな転作作物の作付面積拡大

1,163ha

7.9ha

　本施設の整備と併せ、市町村・
農業委員会による認定農業者確保
に向けた啓発活動、計画的な土地
利用調整が進められているが、成
果目標の当該年度目標が一部未達
成となっていることから、最終年
度の成果目標達成に向け、事業実
施主体等を指導していく。

48.30%

集落営農の組織化 0組織
本施設の整備により、法人への利
用権の設定や作業受託が増加し、
集積面積及び集積率についても年
度目標値は達成している。
最終目標値の達成に向けて、更に
集積が図られるよう引き続き指導
していく。

水田経営所得安定対策への加入 1法人

利用集積面積 24.14ha

認定農業者の育成

事業実施年度 市町村名 地区名 整備事業の取組内容 Ａに対する達成率
点検結果及び講じようとする措置
又は点検評価及び講じようとする
指導計画時

当該年度の目標（Ａ）

目標値

秋田県

にかほ市・由
利本荘市西目

経営構造対策

82.70%

報告年度 H21

成果目標

利用集積率

かくまがわ 経営構造対策



目標年度 H21.3.25 事業実施主体

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

目標年度 H21.3.25 事業実施主体

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容

目標年度 H21.3.25 事業実施主体

第三者機関によって審議した内容及び意見 第三者機関の意見を踏まえて都道府県が事業実施主体に対して指導した内容
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（１）審議案件
　　　・評価年(平成21年度)等の実績・評価について
（２）審議結果
　　　・成果目標の当該年度目標は一部未達成（認定農業者の育成）。改善を求める。

　本施設の整備と併せ、市町村・農業委員会による認定農業者確保に向けた啓発活動、計
画的な土地利用調整が進められているが、成果目標の当該年度目標が一部未達成となって
いることから、第三者機関による指摘事項を踏まえ、担い手の確保に関する最終年度の成
果目標達成に向け、事業実施主体を指導していく。

（１）審議案件
　　　・評価年(平成21年度)等の実績・評価について
（２）審議結果
　　　・成果目標の当該年度目標は一部未達成（地区選択目標）。改善を求める。

　本施設の整備と併せ、市町村・農業委員会による認定農業者確保に向けた啓発活動、計
画的な土地利用調整が進められているが、成果目標の当該年度目標が一部未達成となって
いることから、第三者機関の指摘を踏まえ、最終年度の成果目標達成に向け、馬鈴薯の作
付け拡大等について、事業実施主体を指導していく。

H23
第三者機関

の開催年月日
農事組合法人かくまがわ 整備施設等

（１）審議案件
　　　・評価年(平成21年度)等の実績・評価について
（２）審議結果
　　　・成果目標の当該年度目標は達成。
　　　・指摘事項なし。

本施設の整備により、法人への利用権の設定や作業受託が増加し、集積面積及び集積率に
ついても年度目標値は達成している。
最終目標値の達成に向けて、更に集積が図られるよう引き続き指導していく。

H23
第三者機関

の開催年月日
秋田しんせい農業協同組合 整備施設等 穀類乾燥調製貯蔵施設　１棟　521㎡

H22
第三者機関

の開催年月日
農事組合法人アグリ白藤 整備施設等 集出荷施設・乾燥調製施設　１棟　92.54㎡、乾燥機(60石) 1台

穀類乾燥調製貯蔵施設　１棟　388.9㎡


